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第 6分科会「副校長・教頭の職務内容や職務機能に迫る課題」 

◇提言主題   〈全公教の調査結果と考察〉 

◇概要  

 （１）全国公立学校教頭会調査報告 

   ①個人調査の結果と報告 

        副校長・教頭が学級担任や事務職員等を兼務している学校は約

30％存在する。授業を担当せざるを得ない状況があり、業務に専

念できない。／保護者・PTA との連携、各種調査依頼等への対応に時間と労力を費やしている。／教職員の

育成に最もやりがいを感じている。職員室の環境整備に尽力している。／苦情対応は大きな負担となっており、

5年連続で最も多い課題で、依然として解消されていない。／通常日の勤務時間は 12時間以上 13時間未

満が最も多いものの、過去 2 年に比べ確実に減少している。／主幹教諭の配置は、依然として地域格差が大

きい。／校務支援スタッフの配置は教職員の負担軽減に有効である。国や地方自治体による抜本的な改善策

の推進が望まれる。 

   ②緊急課題の速報 

       およそ 20％の学校（4,200校以上）で教員の欠員が発生している。／始業式時点で担任不在の学校は 

488 校あった。／副校長・教頭が学級担任の代替、授業の一部を担う深刻な状況である。／副校長・教頭マ

ネジメント支援員の配置は 5.6％（1,185 校）である。全国的な配置はほとんど進んでいない。／学校以外が

担うべき業務の推進は図られていない。特に学校徴収金の徴収・管理については特に進んでいない。 

 （２）文教施策・文教関連法並びに予算措置等に関わる要請についての解説 

       教育環境整備、働き方改革の加速化、教師の処遇改善、学校の指導・運営体制の一体的・総合的な推進の

実現に向けた、全国一律の教育施策の実現が必要不可欠である。全公教では、国や地方自治体に対し、要請

活動を行っていく。その中でも次の 5点を強く要望する。 

     ①義務教育の質を高めるための公財政教育支出の充実及び義務教育費国庫負担制度による国庫負担率二分

の一を実現 

   ②厳しい勤務実態を改善するための副校長・教頭マネジメント支援員の配置の拡充 

   ③教員不足による教員未配置の解消 

   ④「学校と教師の業務の 3分類」を保護者・地域に周知し、働き方改革への理解を深める 

   ⑤防災対策・酷暑対策・ICT機器の活用等を含めた教育施設・設備等の環境整備 

 

 （３）講演 

     演題   「日本の副校長・教頭を海外のスクールマネジメントから考える」 

―全国公立学校教頭会の調査を受けて― 

     講師   文部科学省 国立教育政策研究所  

教育政策・評価研究部長   藤原 文雄 氏 

 

  ○全国公立学校教頭会は、職能研修団体である。学校や教頭職のウェルビーイングに向けた未来のストーリーを
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どう描くのか考えていくべきである。 

  ○要請活動に向けて探求すべき三つの問い 

①どのような教育を目指すのか 

     教育振興基本方針をもとにして、「２０４０年以降の社会を見据えた持続可能な社会の作り手の育成」「日

本社会に根差したウェルビーイングの向上」を目指す。身体的ウェルビーイング、認知的ウェルビーイング、社

会的・情緒的ウェルビーイングの 3次元のウェルビーイングが必要である。子どもも大人も居心地のよい学校

を構築していかなければならない。教頭自身、セルフケアすることも必要である。 

②副校長・教頭の職能 

教育活動の充実と教員の働き方改革に向けて、副校長・教頭はどのような固有の専門性を生かして貢献

していくのか考えていくべきである。韓国の勤務実態との比較では、「分業体制が違っている」「学校規模が

大きい分、主幹教諭が多い」という点で、韓国の教頭は全体調整、運営に集中できるということが分かる。副

校長・教頭が、運営リーダーシップ・教育的リーダーシップにおける専門性を発揮することが重要であり、実

務リーダーであるべきだが、日本の現状では難しい。 

③副校長・教頭の専門性の発揮を阻害・促進する条件 

  副校長・教頭職への適応支援があるべきである。教頭になる、活躍する、調整力を発揮する条件を整備す

る、校長へ成長するという段階の支援段階があるべきである。諸外国も含め、教頭は実務に追われ、校長に

なるための準備ができない現状でもある。 

○教頭会らしさを生かしたディスカッションを通して、未来につながるウェルビーイングを見出してほしい。 

◇グループ協議の様子 

    「（１）学校や地域における教育実践の現状と課題」「（２）全公教調査・文教施策と講演をもとにした具体的な

改善策」についての 2点を協議の柱とし、参集者、オンライン参加者ともに 5～6名のグループで活発な協議が行

われた。（１）では、学校運営協議会、地域との連携、危機管理、人材育成、チーム担任制等、各地域の様々な実践

が発表された。（２）では、信頼関係づくり、超過勤務への対応、主幹教諭の配置、役割の分業、新任教頭メンター

制度等、改善に向けた取組が発表された。教育現場の課題や今後の改善方策について参加者が考えを深めるこ

とができた。 

◇指導・助言  

○教頭は、トラブルシューターとして、学校がうまく回るように問題解決していく職である。これが専門性であり、や

りがいにつながる部分である。 

○教職員が離職せず、働き続けられることが第一である。現状として離職率は日本では低いが、今後増加していく

のが予想される。何かあったときに相談できる場や雰囲気を作らなければならない。情緒的サポートが必要で

ある。 

○学校運営協議会と地域学校協働活動を区別した上で、実態に応じて、地域との質の高い連携を深めていく。 

  ○次期学習指導要領では、余白を活用して研修し、特殊解を教員が作り上げていく、自分たちのためになってい

る実感を得ながら、自分たちでウェルビーイングを作り上げていくべきである。 

 


